
歴史を偽造するものは誰か 

 

――「河野談話」否定論と日本軍「慰安婦」問題の核心 

 

「吉田証言」が虚偽だったことを利用した「河野談話」攻撃の大キャンペーン 

 

 朝日新聞は８月５、６日付で掲載した「慰安婦問題を考える」と題した報道検証特集で

「吉田（清治）氏が（韓国）済州島で慰安婦を強制連行したとする証言は虚偽だと判断し、

記事を取り消します」と訂正しました。これをきっかけに、一部右派メディアと過去の侵

略戦争を肯定・美化する「靖国」派の政治勢力が一体となって、異常な「朝日」バッシン

グが続けられています。見過ごせないのは、その攻撃の矛先が、「慰安婦」問題で日本軍の

関与と強制性を認め、謝罪を表明した河野洋平官房長官談話（１９９３年８月４日――以

下「河野談話」）に向けられていることです。 

 

 それは、「吉田証言」が虚偽であった以上、「河野洋平官房長官談話などにおける、慰安

婦が強制連行されたとの主張の根幹は、もはや崩れた」（「産経」８月６日付主張）という

ものです。「靖国」派議員の集団である自民党の「日本の前途と歴史教育を考える議員の会」

は８月１５日に緊急総会を開き、「河野談話の根拠が揺らいだ」などとして、萩生田光一・

同会幹事長代行（自民党総裁特別補佐）が「（河野談話を否定する）新しい談話が出てきて

もいい」などと発言しています。８月２６日には、自民党の高市早苗政調会長（当時）が

「河野談話」に代わる「新たな内閣官房長官談話」を出すよう菅義偉官房長官に申し入れ

ています。「河野談話」否定派からは、「河野談話の取り消しなくしてぬれぎぬは晴らせな

い。潰すべき本丸は河野談話なのである」（ジャーナリストの桜井よしこ氏、「産経」９月

１日付）と、本音があからさまに語られています。 

 

 「河野談話」を攻撃するキャンペーンは、これまでも繰り返し行われてきました。それ

がどのような特徴をもっているのか、歴史の真実と国際的道理に照らしていかに成り立た

ない議論であるかについては、すでに日本共産党の志位和夫委員長が今年３月１４日に発

表した見解「歴史の偽造は許されない―『河野談話』と日本軍『慰安婦』問題の真実」（以

下、「志位見解」）で全面的に明らかにされています。「志位見解」は、「河野談話」の作成

過程と、日本の司法による事実認定の両面から、「談話」の真実性を明らかにしつつ、「河

野談話」否定論について、「歴史を偽造し、日本軍『慰安婦』問題という重大な戦争犯罪を

おかした勢力を免罪しようというものにほかなりません」と批判しました。 

 



 ここでは、「志位見解」を踏まえて、「吉田証言」取り消しに乗じた「河野談話」攻撃に

反論するとともに、それを通じて日本軍「慰安婦」問題の核心がどこにあるのかを、改め

て明らかにするものです。 

 

「河野談話」は「吉田証言」を根拠にせず――作成当事者が証言 

 

 第一に、「河野談話」否定派は、「吉田証言が崩れたので河野談話の根拠は崩れた」など

といっていますが、「河野談話」は、「吉田証言」なるものをまったく根拠にしていないと

いうことです。 

 

 「吉田証言」とは、１９４２年から３年間、「山口県労務報国会」の動員部長を務めたと

する吉田氏が、１９４３年５月に西部軍の命令書を受けて、韓国・済州島で暴力的に若い

女性を強制連行し、「慰安婦」とした（いわゆる「慰安婦狩り」）とする「証言」です。こ

の「証言」は、１９８２年に「朝日」が初めて報じて以来、同紙が１６回にわたって取り

上げ、「慰安婦」問題が政治問題に浮上した９０年代前半には他の全国紙も連載企画や一般

の報道記事のなかで伝えました。「しんぶん赤旗」は９２年から９３年にかけて、吉田氏の

「証言」や著書を３回とりあげました。 

 

 この「吉田証言」については、秦郁彦氏（歴史研究家）が９２年に現地を調査し、これ

を否定する証言しかでてこなかったことを明らかにしました（「産経」９２年４月３０日付）。

また、「慰安婦」問題に取り組んできた吉見義明中央大教授は、９３年５月に吉田氏と面談

し、反論や資料の公開を求めましたが、吉田氏が応じず、「回想には日時や場所を変えた場

合もある」とのべたことなどから、「吉田さんのこの回想は証言としては使えないと確認す

る」（『「従軍慰安婦」をめぐる３０のウソと真実』９７年６月出版）としました。 

 

 「吉田証言」の信ぴょう性に疑義があるとの見方が専門家の間で強まり、一方で元「慰

安婦」の実名での告発や政府関係資料の公開などによって、「慰安婦」問題の実態が次々に

明らかになるなかで、日本軍「慰安婦」問題の真相究明のうえで、「吉田証言」自身が問題

にされない状況がうまれていたのです。 

 

 そうした状況のなかで、９３年８月に発表された「河野談話」は、その作成の過程で、「吉

田証言」をどのように扱ったのでしょうか。問題の核心はここにあります。この点で、９

月１１日に放映されたテレビ朝日系「報道ステーション」の「慰安婦」問題検証特集は、

当時、官房副長官として「河野談話」作成に直接かかわった石原信雄氏の注目すべき証言

を紹介しました。 

 



 そこで石原氏は、「吉田証言」について「あれはこう、なんていうか、眉唾（まゆつば）

もんだというふうな議論はしていましたね、当時から」とのべ、日本政府として「吉田証

言」をはなから問題にしていなかったことを明らかにしました。 

 

 そのうえで石原氏は、「吉田証言をベースにして韓国側と議論したということは、私はあ

りません」「繰り返し申しますが、河野談話の作成の過程で吉田証言を直接根拠にして強制

性を認定したものではない」と明言しました。 

 

 実際、当時、日本政府は吉田氏をヒアリングの対象にしましたが、証言は採用しません

でした。番組では、当時調査にあたった担当者に取材し、「私たちは吉田さんに実際会いま

した。しかし、信ぴょう性がなく、とても話にならないと。まったく相手にしませんでし

た」という証言も紹介しています。 

 

 石原氏が断言するように、「河野談話」はもともと「吉田証言」を根拠にしていないので

すから、「吉田証言が崩れたから河野談話の根拠もなくなった」などという議論は成り立つ

余地などないのです。 

 

元「慰安婦」の証言から強制性を認定――「河野談話」の正当性は揺るがない 

 

 それでは、「河野談話」は、何をもって、「慰安婦」とされた過程に強制性があったと認

定したのでしょうか。その点で、前出の石原元官房副長官が、同じテレビ番組で、元「慰

安婦」の証言によって、「慰安婦」とされた過程での強制性を認定したとあらためて証言し

たことは重要です。 

 

 石原氏は、強制的に「慰安婦」とされたことを立証する日本側の公文書が見つからなか

ったもとで、韓国の１６人の元「慰安婦」からの聞き取り調査をした経過を次のように説

明しました。 

 

 「政府としては、その（女性の）意に反する形で慰安婦を募集したということがあった

のかないのか、これは非常に重大な問題ですから、再度全省庁を督励して当時の戦中の資

料の発掘調査を行った」 

 

 「慰安所の運営につきまして深く政府が関わっておった」「輸送について安全を図ってほ

しいとか、あるいは慰安所の運営について衛生管理あるいは治安の維持をしっかり頼むと

いう趣旨の文書は出てきた」 

 



 「（募集にあたっての強制性を裏付ける資料は出てこなかったため）当事者（元『慰安婦』）

の話を聞いて、その話の心証から、強制性の有無を判定することが必要だと決断した」 

 

 そして、石原氏は、元「慰安婦」からの聞き取りを行った結果、「募集の過程で、かなり

強引な募集が行われたことがあったようです。結果的に脅かされたとか、だまされたとか、

あるいは当時の官憲ですね、まあ巡査なんかが関わってかなり強制的に慰安婦に応募させ

られたという人がいることが証言から否定できないということになりました」と明らかに

しています。 

 

 今年３月の「志位見解」は、「河野談話」作成にいたる経過を検証し、強制的に「慰安婦」

にされたことを立証する日本側の公文書がみつからないもとで、強制性を検証するために

元「慰安婦」の聞き取り調査を行い、他の証言記録や資料も参照したうえで、日本政府が

「慰安所」における強制使役とともに、「慰安婦」とされた過程にも強制性があったことは

間違いないという判断をするに至ったことを、当時の河野官房長官らの証言によって明ら

かにしました。そのことが、当時、官房副長官だった石原氏の証言によってあらためて裏

付けられたのです。 

 

 「志位見解」が明らかにしているように、そもそも強制的に「慰安婦」とされたことを

立証する日本側の公文書が見つからなかったことは、不思議でもなんでもありません。当

時から、拉致や誘拐などの行為は、国内法でも国際法でも明々白々な犯罪行為でしたから、

それを命令する公文書などを作成するはずがないからです。また、日本政府と軍は敗戦を

迎える中で、みずからの戦争責任を回避するため重要文書を焼却し証拠隠滅をはかったと

されています。 

 

 被害者の証言は「被害者でなければ語りえない経験」（河野氏）であり、もっとも重要な

証拠です。それに基づいて「河野談話」が、「慰安婦」とされる過程で強制性が存在したと

認定したことは公正で正当なものでした。 

 

 「河野談話」の正当性は、いささかも揺るがないものであることは、これらの経過に照

らしても明らかです。 

 

日本軍「慰安婦」問題の本質を覆い隠す、問題の二重の矮小化は通用しない 

 

 「河野談話」否定派による、「吉田証言が虚偽だったので河野談話は崩れた」とする議論

の根本には、「『強制連行の有無』が慰安婦問題の本質である」（「読売」８月６日付社説）

と、「慰安婦」問題を「強制連行」の有無に矮小（わいしょう）化することで、その全体像



と本質を覆い隠そうという立場があります。 

 

 「河野談話」が認定した事実は、(1)日本軍「慰安所」と「慰安婦」の存在、(2)「慰安所」

の設置、管理等への軍の関与、(3)「慰安婦」とされる過程が「本人たちの意思に反して」

いた＝強制性があったこと、(4)「慰安所」における強制性＝強制使役の下におかれたこと、

(5)日本を別にすれば、多数が日本の植民地の朝鮮半島出身者だった。募集、移送、管理等

は「本人たちの意思に反して行われた」＝強制性があったこと―の５点です。 

 

 このうち「談話」否定派が否定しようとしているのは、「もっぱら第３の事実――『慰安

婦』とされる過程が『本人たちの意思に反していた』＝強制性があったという一点にしぼ

られています」（「志位見解」）。 

 

 ここには、日本軍「慰安婦」問題の二重の矮小化があります。 

 

 第一に、「河野談話」否定派は、「慰安所」における強制使役＝性奴隷状態とされたとい

う事実を無視して、「慰安婦」とされた過程で「強制連行」があったかなかったかだけに、

問題を矮小化しています。こうした攻撃の手口そのものが、日本軍「慰安婦」問題の本質

をとらえない、一面的なものであることは、すでに「志位見解」が次のようにきびしく批

判しています。 

 

 「女性たちがどんな形で来たにせよ、それがかりに本人の意思で来たにせよ、強制で連

れて来られたにせよ、一たび日本軍『慰安所』に入れば監禁拘束され強制使役の下におか

れた――自由のない生活を強いられ、強制的に兵士の性の相手をさせられた――性奴隷状

態とされたという事実は、多数の被害者の証言とともに、旧日本軍の公文書などに照らし

ても動かすことができない事実です。それは、『河野談話』が、『慰安所における生活は、

強制的な状況の下での痛ましいものであった』と認めている通りのものでした。この事実

に対しては、『河野談話』見直し派は、口を閉ざし、語ろうとしません。しかし、この事実

こそ、『軍性奴隷制』として世界からきびしく批判されている、日本軍『慰安婦』制度の最

大の問題であることを、まず強調しなくてはなりません」 

 

 第二は、そのうえで、「河野談話」否定派は、「慰安婦」とされた過程における強制性に

ついても、「官憲による人さらいのような強制連行」があったか否かに問題を矮小化してい

ます。 

 

 安倍首相は「家に乗り込んでいって強引に連れて行ったのか」（衆議院予算委員会、２０

０６年１０月６日）どうかを問題にして、そんな事例はないと繰り返してきました。首相



は、「人さらい」のような「強制連行」だけをことさらに問題にしますが、甘言やだまし、

脅迫や人身売買などによって「慰安婦」とされた場合は、問題がないとでもいうつもりで

しょうか。「人さらい」のようなものでなくても、「慰安婦」とされた過程に「本人たちの

意思に反した」強制があったかどうかが問題なのです。この点で強制性が働いていたとい

う事実は、「河野談話」が明瞭に認定している通りです。 

 

 くわえて、「人さらい」のような「強制連行」もあったことは、インドネシア（当時オラ

ンダ領東インド）のスマランや中国南部の桂林での事件などでも明確であること、「軍や官

憲による強制連行を直接示す記述はなかった」とする第１次安倍政権時代の政府答弁書は

事実と違うことは、すでに「志位見解」で詳しくのべている通りです。 

 

 日本軍「慰安婦」問題の本質を覆い隠す、「河野談話」否定派による問題の二重の矮小化

は、到底通用するものではありません。 

 

「河野談話」否定派の議論は、国際社会では到底通用しない 

 

 国際社会が問題にしているのは、すでにのべた日本軍「慰安婦」問題の最大の問題――

女性の人権を無視し、じゅうりんした、「慰安所」における強制使役＝性奴隷制度にほかな

りません。これまでに、米国下院、オランダ下院、カナダ下院、欧州議会、韓国国会、台

湾立法院、フィリピン下院外交委員会と、七つの国・地域の議会から日本政府に対する抗

議や勧告の決議があげられていますが、そのいずれもが問題にしているのは、「強制連行」

の有無ではありません。軍（政府）による「慰安所」における強制使役＝性奴隷制度こそ

が、国際社会からきびしく批判されている問題の核心なのです。 

 

 たとえば、２００７年７月に米下院で採択された対日謝罪要求決議は、「河野談話」を弱

めたり、撤回させようとする動きを非難し、「（日本政府は）世界に『慰安婦』として知ら

れる若い女性たちに性的奴隷制を強いた日本皇軍の強制行為について、明確かつ曖昧さの

ない形で、歴史的責任を公式に認め、謝罪し、受け入れるべきである」と求めています。 

 

 「朝日」が「吉田証言」を取り消したからといって、この国際的立場はまったく変わる

ものではありません。英誌『エコノミスト』８月３０日号は「『朝日』は済州島の件で間違

ったのだろうが、戦時中、女性たちに売春を強制した日本の責任は疑いない」と指摘。同

じく英紙のフィナンシャル・タイムズ（８月１５日付）も、「日本の保守派の一部は、兵士

や当局者が直接女性たちを力で狩り集めたかどうかの問題に焦点をあて、そうでなかった

なら日本には責任がないと主張している。しかし、これは醜い言い訳だ」とする慶応大の

小熊英二氏のコメントを紹介しています。 



 

 日本軍「慰安婦」問題の核心である軍「慰安所」における強制使役＝性奴隷状態とされ

たことを無視し、「慰安婦」とされた過程における強制性も「強制連行」だけに矮小化する

「河野談話」否定派の議論は、国際的にも到底通用するものではありません。 

 

 それは、「慰安婦」問題の本質と実態を隠し、重大な戦争犯罪を行った勢力を免罪するも

のにほかなりません。 

 

「河野談話」攻撃の「論拠」が覆るもとでの悪あがき 

 

 「吉田証言」取り消しに乗じた「河野談話」攻撃は、みてきたように、実体的な根拠が

ないばかりか、国際的な道理ももたないものです。 

 

 経過を振り返ると、「河野談話」否定派は、「談話」が出た直後から、歴史的事実や被害

者の証言も無視して、「河野談話」を“日本の名誉をおとしめるもの”などと攻撃してきま

した。２０１２年に第２次安倍政権が誕生すると「河野談話」否定派は勢いづき、今年２

月２０日には衆議院予算委員会で日本維新の会（当時）議員が「河野談話」見直しを求め

る質問を行い、同月２８日には政府として「河野談話検証チーム」を発足させて作成過程

を検討する事態にまでなりました。 

 

 こうしたなか、３月１４日には、「河野談話」見直し論への徹底反論を通じて、「慰安婦」

問題の真実を明らかにした「志位見解」が発表されます。その後にこの「見解」に対して

「談話」否定派からの反論はいっさいありませんでした。 

 

 さらに、６月２０日には政府による「河野談話検証チーム」が、検証結果を報告します

が、これを受け政府は「河野談話の継承」を表明せざるをえませんでした。政府自身が「河

野談話の継承」を表明したことで、「談話」否定派は、その足場を失うことになりました。

そこに飛び出したのが「朝日」の「吉田証言」取り消しです。「談話」否定派は、これに飛

びついて、起死回生の大キャンペーンを開始しました。しかし、「河野談話」を否定する大

キャンペーンは、国内外で矛盾をいっそう深めることにしかなりません。 

 

 すでに、「志位見解」は、元「慰安婦」らが日本政府に謝罪と賠償を求めた裁判では、(1)

八つの判決での被害者３５人全員について、強制的に「慰安婦」にされたとの事実認定が

なされていること、(2)「慰安所」での生活は文字通りの「性奴隷」としての悲惨極まるも

のだったことを、３５人の一人ひとりについて、具体的に事実認定されていることを、明

らかにしています。そして、こうした強制が国家的犯罪として断罪されるべき反人道的行



為であることを「極めて反人道的かつ醜悪な行為」「ナチスの蛮行にも準ずべき重大な人権

侵害」などの峻烈（しゅんれつ）な言葉で告発していることを示しています。 

 

 「河野談話」否定派がどんなに事実をねじ曲げようとしても、加害国日本の司法によっ

て認定された事実の重みを否定することは決してできません。 

 

 「河野談話」否定派がいま行っているキャンペーンは、自らの攻撃の「論拠」が根底か

ら覆されるもとでの、悪あがきにすぎません。歴史を偽造するものは誰か。すでに答えは

あまりにも明らかです。 

 

安倍政権、一部メディアの姿勢が厳しく問われている 

 

 最後に指摘しておきたいのは、安倍政権が、「河野談話」攻撃に一切反論しないどころか、

同調さえするという態度をとっていることです。 

 

 安倍政権は「河野談話」を継承するとの態度を繰り返し表明し、検証チームの結論も受

けて、「河野談話の継承」を明確にしたはずです。ところが、「朝日」報道をきっかけに「河

野談話」攻撃が強められているのに、それにいっさい反論していません。これは、政府と

しての重大な責任放棄といわなければなりません。 

 

 安倍首相は９月１４日のＮＨＫ番組で朝日新聞に対し「世界に向かって取り消していく

ことが求められている」としたうえで、「事実ではないと国際的に明らかにすることを、わ

れわれも考えなければならない」などとのべています。首相は、一体何を「取り消せ」と

いうのでしょうか。「吉田証言」が虚偽であったことにかこつけて、日本軍「慰安婦」制度

が「性奴隷制」であったこと、「慰安婦」とされた過程に強制性があったことを、「取り消

せ」というのでしょうか。そうであるとするならば、「河野談話の継承」といいながら、「河

野談話」否定の立場に自らの身を置く、不誠実な二枚舌といわねばなりません。 

 

 安倍政権が、「河野談話」否定論に毅然（きぜん）とした態度をとらず、同調する態度を

とるならば、国際的信頼をさらに大きく損なうことは避けられないことを、私たちは強く

警告しなければなりません。 

 

 「河野談話」攻撃に象徴される歴史偽造のキャンペーンに、日本の言論機関、大手メデ

ィアの一部がかかわっていることも重大です。戦前の侵略戦争に対して、現在の全国紙の

前身である新聞各社は、その片棒をかつぎ、「満蒙は日本の生命線」とする議論をあおり、

はては「大本営発表」を垂れ流すことで国民を侵略戦争に駆り立てました。今日のメディ



ア状況をこの時代と重ねあわせ、深い憂慮を抱く人は少なくありません。 

 

歴史偽造の逆流を決して許さない 

 

 「しんぶん赤旗」は、日本の良心を代表する新聞の一つとして、そうした心ある人々と

ともに歴史偽造の逆流を決して許さないたたかいに全力をあげるものです。そして、日本

社会の一部に生まれている排外主義の風潮を許さず、女性の尊厳、人間の尊厳が守られる

日本社会をつくるうえでも、歴史の真実を広く国民の共通認識にしていくために努力を続

けるものです。 

 

「吉田証言」の記事を取り消します 

 

 「しんぶん赤旗」は、吉田清治氏の「証言」について、日曜版９２年１月２６日号、日

刊紙９３年１１月１４日付でそれぞれとりあげたほか、日刊紙９２年１月１７日付では著

書を紹介しています。９３年１１月の記事を最後に、「吉田証言」はとりあげていません。 

 

 別掲論文で明らかにしたように、「吉田証言」は、研究者らによって否定され、「河野談

話」でも根拠にされませんでした｡吉田氏自身がのちに､「本に真実を書いても何の利益も

ない｣｢事実を隠し、自分の主張を混ぜて書くなんていうのは、新聞だってやることじゃあ

りませんか｣(『週刊新潮』９６年５月２・９日号）などとのべています。 

 

 「吉田証言」は信ぴょう性がなく、本紙はこれらの記事を掲載したことについて、お詫

（わ）びし、取り消します。 

 

 赤旗編集局 

 

資 料 

 

慰安婦関係調査結果発表に関する河野内閣官房長官談話 

 

１９９３年８月４日 

 

 いわゆる従軍慰安婦問題については、政府は、一昨年１２月より、調査を進めて来たが、

今般その結果がまとまったので発表することとした。 

 

 今次調査の結果、長期に、かつ広範な地域にわたって慰安所が設置され、数多くの慰安



婦が存在したことが認められた。慰安所は、当時の軍当局の要請により設営されたもので

あり、慰安所の設置、管理及び慰安婦の移送については、旧日本軍が直接あるいは間接に

これに関与した。慰安婦の募集については、軍の要請を受けた業者が主としてこれに当た

ったが、その場合も、甘言、強圧による等、本人たちの意思に反して集められた事例が数

多くあり、更に、官憲等が直接これに加担したこともあったことが明らかになった。また、

慰安所における生活は、強制的な状況の下での痛ましいものであった。 

 

 なお、戦地に移送された慰安婦の出身地については、日本を別とすれば、朝鮮半島が大

きな比重を占めていたが、当時の朝鮮半島は我が国の統治下にあり、その募集、移送、管

理等も、甘言、強圧による等、総じて本人たちの意思に反して行われた。 

 

 いずれにしても、本件は、当時の軍の関与の下に、多数の女性の名誉と尊厳を深く傷つ

けた問題である。政府は、この機会に、改めて、その出身地のいかんを問わず、いわゆる

従軍慰安婦として数多（あまた）の苦痛を経験され、心身にわたり癒しがたい傷を負われ

たすべての方々に対し心からお詫（わ）びと反省の気持ちを申し上げる。また、そのよう

な気持ちを我が国としてどのように表すかということについては、有識者のご意見なども

徴しつつ、今後とも真剣に検討すべきものと考える。 

 

 われわれはこのような歴史の真実を回避することなく、むしろこれを歴史の教訓として

直視していきたい。われわれは、歴史研究、歴史教育を通じて、このような問題を永く記

憶にとどめ、同じ過ちを決して繰り返さないという固い決意を改めて表明する。 

 

 なお、本問題については、本邦において訴訟が提起されており、また、国際的にも関心

が寄せられており、政府としても、今後とも、民間の研究を含め、十分に関心を払って参

りたい。（外務省ホームページから） 

 

日本の司法による事実認定―「河野談話」の真実性は歴史によって検証された 

 

 （「志位見解」から抜粋） 

 

 各国の元「慰安婦」が、日本政府を被告として謝罪と賠償を求めた裁判で認定された事

実について、「志位見解」は、つぎのようにまとめています。 

 

◇ 

 一連の判決は、「各自の事実経過」として、元「慰安婦」が被った被害について、一人ひ

とりについて詳細な事実認定をおこなっています。 



 

 八つの裁判の判決で、被害を事実認定されている女性は３５人にのぼります。内訳は韓

国人１０人、中国人２４人、オランダ人１人です。一人ひとりの被害に関する事実認定は、

読み通すことに大きな苦痛を感じる、たいへん残酷かつ悲惨な、生なましい事実が列挙さ

れています。その特徴点をまとめると、以下のことが確認できます。 

 

（１）３５人の被害者全員が強制的に 「慰安婦」 にさせられたと事実認定し

た 

 

 八つの裁判の判決では、３５人全員について、「慰安婦」とされた過程が「その意に反し

ていた」＝強制性があったことを認定しています。「慰安婦」とされた年齢については、裁

判記録で確認できるものだけでも、３５人のうち２６人が１０代の未成年でした。 

 

 韓国人の被害者のケース。甘言など詐欺によるものとともに、強圧をもちいての強制的

な連行の事実が認定されています。たとえば、「アジア太平洋戦争韓国人犠牲者補償請求訴

訟」の東京高裁判決（２００３年７月２２日）、「釜山『従軍慰安婦』・女子勤労挺身隊公式

謝罪等請求訴訟」の広島高裁判決（２００１年３月２９日）で認定された個々の被害事実

のうち、４名のケースについて示すことにします。（〈 〉内は引用者）。 

 

 ●「帰宅する途中、釜山駅近くの路地で日本人と朝鮮人の男性二人に呼び止められ、『倉

敷の軍服工場にお金を稼ぎに行かないか。』と言われ、承諾もしないうちに、船に押し乗せ

られてラバウルに連行された」。 

 

 ●「『日本人の紹介するいい働き口がある』と聞いて行ったところ、日本人と朝鮮人に、

芙江から京城、天津を経て〈中国各地の慰安所に〉連れて行かれた」。 

 

 ●「日本人と朝鮮人が来て、『日本の工場に働きに行けば、１年もすれば嫁入り支度もで

きる。』と持ちかけられ、断ったものの、強制的にラングーンに連れて行かれ、慰安所に入

れられ〈た〉」。 

 

 ●「日本人と朝鮮人の青年から『金儲（もう）けができる仕事があるからついてこない

か。』と誘われて、これに応じたところ、釜山から船と汽車で上海まで連れて行かれ、窓の

ない三〇ぐらいの小さな部屋に区切られた『陸軍部隊慰安所』という看板が掲げられた長

屋の一室に入れられた」。 

 

 中国人の被害者のケース。そのすべてについて、日本軍人による暴力を用いての文字通



りの強制連行が認定されています。「中国人『慰安婦』損害賠償請求訴訟（第一次）」の東

京高裁判決（２００４年１２月１５日）が認定した４名の被害事実について示すことにし

ます。 

 

 ●「日本軍兵士によって自宅から日本軍の駐屯地のあった進圭村に拉致・連行され、駐

屯地内のヤオドン（岩山の横穴を利用した住居。転じて、横穴を穿（うが）ったものでは

なく、煉瓦（れんが）や石を積み重ねて造った建物も指す。）に監禁された」。 

 

 ●「３人の中国人と３人の武装した日本軍兵士らによって無理やり自宅から連れ出され、

銃底で左肩を強打されたり、後ろ手に両手を縛られるなどして抵抗を排除された上、進圭

村にある日本軍駐屯地に拉致・連行され、ヤオドンの中に監禁された」。 

 

 ●「日本軍が襲い、……銃底で左腕を殴られたり、後ろ手に縛られたりして進圭村に連

行され、一軒の民家に監禁された」。 

 

 ●「日本軍兵士によって強制的に進圭村の日本軍駐屯地に拉致・連行され、日本軍兵士

などから『夫の居場所を吐け』などと尋問されたり、何回も殴打されるなどした上、ヤオ

ドンの中に監禁され〈た〉」。 

 

（２）「慰安所」での生活は、文字通りの「性奴隷」 としての悲惨極まるもの

だった 

 

 被害者の女性たちが、「慰安所」に入れられた後の生活は、一切の自由を奪われる状況の

もとで、連日にわたって多数の軍人相手の性行為を強要されるという、文字通りの「性奴

隷」としての悲惨極まりないものだったことが、３５人の一人ひとりについて、具体的に

事実認定されています。「慰安所」での生活は、性行為の強要だけでなく、殴打など野蛮な

暴力のもとにおかれていたことも、明らかにされています。 

 

2014 年 9 月 27 日(土) しんぶん赤旗より転載 

 


